
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
  

日野市では、令和2年6月にパートナーシップ制度導入に関する請願が市議会で採択され、令和3年4月

に策定した「第4次日野市男女平等行動計画」に より 「多様な性・多様な生き方を尊重しあえるまち＝日

野」を掲げ、取組みの一つとして、パートナーシップ制度を開始することとしました。 

性別等（男女の別だけではない多様な性の在り方）によらず、人生を共に歩むパ

ートナーとしての2人の関係を大切にし、本制度を導入することで、多様な性の当事

者の日常生活での困りごとを解消し、地域の理解を進め、多様な性・多様な生き方

を尊重しあえるまちを目指します。 

◆パートナーシップ制度の導入に伴い、対応が望まれる行政サービスについて 

（１）市営住宅（家族世帯）の申込み 

（２）市職員の福利厚生(結婚休暇・介添休暇・育児参加休暇・介護休暇・忌引等)の適用 

（３）病院での対応(治療計画や病状等の説明、手術の同意などの対応) 

（４）その他 

みんなの想いを力に変えて確かな未来を創る！！ 
令和４年第4回日野市議会定例会が11月29日から12月15日まで開

催され、市長より提出された議案、また、新型コロナ感染症対策や原油価

格・物価高騰に対応する支援策（令和4年度日野市一般会計補正予算

（第9，10，11号））など、活発な議論が交わされました。 

上程された議案については賛成多数で可決しております。 

本定例会での審議事項や、一般質問で『島谷ひろのり』がピックアップ

した内容、トピックスも含め、以下、主な内容をご報告させて頂きます。 
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■令和４年第4回定例会 議案等審議結果についての詳細は日野市議会ＨＰへ 
https://www.city.hino.lg.jp/shigikai/gian/1022613.html ⽇野市HP ページID 1022613 

Ⅰ．⽇ 野 市 男 ⼥ 平 等 基 本 条 例 の⼀ 部 を改 正 する条 例 の制 定 について 

Ⅱ．⽇野市⼦どもの医療費の助成に関する条例の⼀部を改正する条例の制定について 

■日野市パートナーシップ制度検討過程についての詳細は日野市ＨＰへ 
https://www.city.hino.lg.jp/kurashi/danjo/danjo/1022607/1022612/index.html ⽇野市HP ページID 1022612 

令和5年4月より、高校生等医療証（マル青）制度が開始いたします。それにむけて、令和4年12月20日

付で対象となる年齢の方に案内の通知を発送がされております。現在中学3年生で令和4年10月1日から

の医療証（マル子）をお持ちの方は、申請不要です。 

高校生等医療証（マル青）制度は医療証（マル子）と同様の所得制限があり、調剤・入院を除く通院時に

200円を上限とする自己負担があります。 

子ども達の生活環境における医療に関する不安を解消できることから、島

谷ひろのりも「賛成」としましたが、もろ手を挙げて賛成という訳ではござ

いません。所得制限の撤廃について、引き続きの議論が必要との考えです。 

他にも、親元を離れ生活している高校生や、自らの判断で自立するケース、保護者

の収入が多くてもサポートが必要な環境に追い込まれてしまうケース。自立支援ホー

ムの支援により社会的な自立を目指すケースなどなど、状況に応じたきめ細かい対応

が求められます。日野市の今後の丁寧な対応について意見要望しました。 



                 
 日野市は２０２０年（令和２年）２月「財政非常事態宣言」を発出し、現在に至りま

す。しかしながら、財政非常事態に至った「何故？？」の部分が多くの市民からご

納得をいただくことは無いにしろ、共有が図られたといえる状況か？どうかには、

まだまだ疑問が残ります。 

「何故、日野市が・・・」という部分に多少なりとも信頼感が抱けなければ、この状

態を脱却に至るまでの「市の本気度」が伝わってこない。ダラダラと中途半端に、

これまで通りの行財政改革を継続し、市にとって都合の悪い時だけ「財政が厳し

いので・・・」というような、言い訳に使ってしまっては、本末転倒であります。 

●島谷ひろのり議員⇒ 日野市から財政非常事態宣言発出した背景、市の考えを改めて伺いたい。 

◆⽇野市 平成 30 年度決算では、経常収⽀⽐率 が市として初めて 100％に達し、令和元年 6 ⽉に公表した「⽇野市
の当初予算概要及び今後の財政収⽀⾒通し」においては、令和 2 年度から令和 4 年度までの 3 年間で合計約 100 億
円 の財源不⾜が発⽣することが明らかになった。将来的に、⽣産年齢⼈⼝の減少に伴う歳⼊減、2025 年問題をはじめ
とする⾼齢化の進⾏による歳出増が続くとともに、公共施設等の⽼朽化への対応の必要性もさらに増していく。 

いわゆる「直ぐに財政破綻」になるような状況ではないが、真に必要な⾏政サービスの提供が困難になりかねないという市
の財政の危機的な状況を伝えるとともに、市⺠の皆様と⼒をあわせてこの状況を乗り越えていくため、財政非常事態宣⾔を
発出した。 

●島谷ひろのり議員⇒ 次に、日野市から令和４年８月に提示されている『財政再建計画（兼）第６次行財政

改革大綱実施計画（案）』の項目について。これまでの行財政改革と何ら変わらない、かつ市民サービスの

縮小や廃止する方向性だけが列挙される内容では「真の財政再建計画」と呼べるのか？この素案の見えな

い部分「日野市側の工夫や努力により生み出される改善や効果、ねらい」について、市の見解を伺う。 

◆⽇野市 ４つの柱「⾏政サービスのアップデート」「公共私のベストミックス」「収⽀バランスの改善」
「経営基盤の最適化」がねらいであり、市⺠サービスの廃⽌に特化したものではない。例えば「公共
私のベストミックス」は、市⺠サービスを縮⼩することなく、現在のサービス提供主体を⾒直すことによる
⽀出の削減、更には市⺠サービスの向上を狙ったものである。各取組については、現段階でまだ調整
を終了しておらず、⼗分に内容を記載できていないものもあり、今後、各取組について調整を進め記
載内容に反映していく。 

●島谷ひろのり議員⇒ 財政非常事態宣言発出による市民の混乱を受け、日野市と

して財政指標のチェックと、フォローが機能していなかった。機能していれば「財政非

常事態宣言の発出」も避けられたのではないか？との反省がとても重要である。 

財政非常事態宣言発出の基準や、計画予算上の財政指標を単年度重視ではなく複数年計画として明

確に提示し運営を遂行する「財政健全化に関しての条例化」制定も見据え提案するが、日野市の見解は？ 

◆⽇野市 財政再建計画にて設定した指標が令和９年度終了後に達成されるよう、令和５年度から進⾏管理していく
段階にある。よって、令和 10 年度以降の仕組みとして検討する課題と認識している。将来的な財政の⾒通しをもって「警戒
事態」を宣⾔することについては、議論を深める部分も多いが、中期的な財政の⾒通しを明らかにする必要性は、市⺠の皆
様に財政状況をご理解いただくうえでも重要と考えている。中期財政計画については、今後第６次計画を進⾏管理していく
うえでも、直近で取り組むべき課題と考えており、作成、公表を前向きに検討したい。 

 

 
 
 
 
 
 

 

〔１〕 財 政 健 全 化 に向 けた、⽇ 野 市 の本 気 度 を問 う 

Ⅲ．島 ⾕ ひろのり⼀ 般 質 問 （概 要 ） 


